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1 ．問題の 設定

　学力 をめ ぐる諸問題 は 、今 日 の 教育界 の 最

大 の 焦点 と な っ て い る と言 っ て よい が、それ

は ひ と り 日本だけ に と ど ま るも の ではな い
。

世界 の 多くの 国 々 が、自国民 の 学力水準 を向

上 させ よ うと躍起 にな っ て い る。

　そ の 背景 に あ る の が 、1980 年代後半以降 、

先進諸 国 で 展開 され て きた新自由主義的教育

改革 の 流れ で ある 。 教育の 場 へ の競争原理
・

市場原 理 の 導入 を中心 と して 各国の教育界を

席巻 し つ っ あ る そ の 潮流は 、世界 の グ ロ
ーバ

ル 化 の 進行に呼応す るか の よ うに、教育資格

や 学力 を め ぐ る 世界市場 の 成 立 に貢献 して い

る 。 そ の 動 向を決 定づけた の が 、OECD の 肝

い りで 2000 年か ら実施 され て い る PISA 調

査 で あ る 。 そ の テ ス ト結果 を め ぐ っ て 繰 り広

げられ て い る 国際学力競争 は 、か つ て な い 規

模に達 して い る。

　 日本 で も、2007 年か ら全国学力 ・学習状況

調査 （以 下、 「全 国学力 テ ス ト」）が導入 され

る こ とに な っ た。毎年数十億円 とい う巨費が

投 じ られ 、 全国の すべ て の 小 6 と中 3 の 子 ど

もた ちの 学力が測定 され、学校や地域 の 教育

パ フ ォ
ー

マ ン ス の 状況が さまざ ま に 取 り沙汰

され る。 日本社会 はい まや 、学力新 時代に突

入 し た か の 観が ある。

　本発表 で は、そ うした 2007 年以 降の 「新

秩序」 が ど の よ うな社会的イ ン パ ク トを生み

出し つ つ あ る の か 、と い う問題 を考察す る 。

具体的には、全国学カ テ ス ト導入 以 降の 都道

府県 の 学力政策 の 変化 を主題 として 、そ の 原

因 と生 じ うる 諸帰結 に つ い て検討 を 加 え て み

た い 。 全 国学力テ ス トとい う社会的装置が、

ロ
ー

カル レベ ル で どの よ うな新た な 「現実 」

を生成 しっ っ ある の か、それ が私 たち の 問い

で ある。

　以下 、上記 の 問 い に つ い て 、以 下 の よ うな

手順 で ア プ ロ
ー

チす る 。

　第
一

に、日本 の 子 ど もた ち の 学 力実態 の 歴

史的 変 化 を 把 握 す る た め に 、現代 の 調 査

（2007 年調査） とか っ て の 調査 （1964 年調

査）との 比較を行 う。第 二 に、それ をふ ま え

た 上 で 、今 日の 状況に 関する、都道府県 の 類

型化 を試み る。第 三 に、特徴的な タイ プ に属

す る事例をい くつ か 選び 、それ らの 自治体で

何 が起 こ りつ つ あ る か に つ い て の 検討を行 う。

最後に 、観察さ れ た 都道府県 レ ベ ル で の 学力

政策 の 変化 に つ い て 、理 論的考察を 行 い た い 。

2 ．昭和の全国 テ ス トと平成の全国テ ス ト

　本節 で は 、現在行 われ て い る全 国学力 テ ス

トの 結果 を、か つ て実施 され て い た全国テ ス

トの 結 果 と比 較 し て み た い 。具 体的に は 、

2007 年 （平成 19 年 ） と 1964 年 （昭和 39

年） の 、都道府 県ご との 学力 テ ス ト平均点を

比較検討す る。64 年 の テ ス トは小学 5、6年、

中学 2 、3 年を対象 と し、中学校 で は 5 教科

に つ い て実施 され た が 、こ こ で は 07 年 との

対応 か ら、小学 6 年 と中学 3 年 の 国語 と算数

（数学）の 得点デー
タを用 い る。なお 、2007

年 の A 問題 と B 問題 は 区別せず、平均をとっ

て 各教科 の 得点 と し た
． また、64 年 の 全国テ

ス トへ の参加 は 、本土復帰前の沖縄、不参加

の 福岡 を除 く 45 都道府 県 で あ る 。
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　まず、07 年 と 64 年の テ ス ト結果 の 平 均 ・

分散の 違 い を検討 して み よ う。図 1 は 、両年

の 各教科 の 都道府県平均点 の ば らつ き を示 し

た もの で あ る 。 箱内 の 横線は中央値 を表 し、

箱 の 中に全体 の 50％が 入 る。箱の 上端 （下端）

か ら箱 の 幅 （四分位範囲）の 1．5 倍以内 の 最

大値 （最小値）がひ げ の先端 とな り、それ以

外 は 外 れ 値 と して 示 され て い る。図か ら、07

年 に比 べ て 64 年 の 平均点が 低い こ と 、そ し

て 分散 が 大 き い こ と が わ か る。学力 テ ス トの

平均点は ひ とえ に設定 された問題 の 難 易度 に

依存す る ため、一
般 化す る こ と に は注意深く

あ らね ばならない が、図 をみ るか ぎり、こ の

40 数年 の 間 に 、都道府 県 の 学力格差 は 縮 ま る

傾向に あ る と推測す る こ とが で きる。

表 1 学 力 と各 指標 の 相関
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図 1　都道府県別平 均 点の 箱ひ げ図

　さて 、 64 年 と 07 年 の テ ス ト結果 の 比較に

お い て 注 目すべ き は 、両者に は 大きな変動が

見 られ る こ とで あ る。 す なわち、次節 に掲載

して い る図 2 が示すよ うに 、2 っ の テ ス ト結

果 の 相関は弱い。両者 の 関連が強けれ ば、グ

ラ フ は右肩あが りの 直線 に近 い 形にな るはず

だが、実際 の 形 が 全体と して 円形に近 い もの

とな っ て い る。つ ま り、都道府 県別 の 両年 の

得点率 に は ほ とん ど相 関 が み られな い の で あ

る。

　次に 、64 年 と 07 年 の 学力 が
、 どの よ うな

要 因に よっ て規定され て い るの か とい う問題

を検討す る こ と に し よ う。表 1 が、両年 の 平

均 点 と各種 の指標 （人 口 ・経済 ・教育 の 3 つ

に大別 ）との 関係 を
一

覧表 に した も の で あ る。

表で は 、「中学国語」の 平均点 と各指標 との 相

中学国語64 中学国語 07

人
ロ

　　　　　　　　　　 総人ロ

　　　　　　　　 外 国 人割合

　　年少人 ロ 割合U4 歳以下）

生産 年齢 人 ロ 割合 q5 〜64 歳）

　　老年人 ロ 割合（65歳以上 ）

　　　 人 ロ増減率 （対前 年 比〕

　　　　　　　　　　 婚姻率

　　　 　　 　　 　　 　 離婚 率

．340（り
．417 （

★
つ

一．715（★つ
、651 （

★
つ

　 ・．05ア

．386 （
★
つ

．461Cり

　 一．216

　 一、222

　 　 ．042
・．331〔つ

　 一．219

．312〔つ
　 一．203
−．343〔つ
一．708 （

曹
つ

経
済

　　　　　　　　　　 実収入

　　　　　　　　　 消費支 出

　　教育費割合 （対消費支出）

教 育娯 楽 費割台 （対 消費支出）

　　　　　　　　 生活保謹率

　　 　　 　　 　　 　 持ち家 率

　　　　　第 1次産業者割台

　　　　　第 2次 産業者割合

　　　　　第 3次産業者割合

、514（
禽
つ

．542（つ
367 （つ

．482 （
’費
｝

一．606（舳）
　 一．2ア0

・．609Cつ

．662 〔
皀
っ

．329〔つ

．512（曹つ
．514 （

脅
つ

　 ・．210

　 　．036
−．602〔★虎｝
．552 〔

脅
う

　 　．078

．536 〔
麌
つ

・．538（資費）

教
育

　　　　　　　　　学 校教育費

児童
一

人あたり教育 費（小学校）

生徒
一

人あた り教育 賈〔中学校）

　　小 学校数（児童 10万人 中 ）

　　中学校数（生 徒 10 万 人 中）

教員
一人 あたり児 童 数 （小学 校）

教員
一人 あたり生 徒数（中学校 ）

　　　　　　　　私 立学 校割合

　　 　　 　　 　　 　高校 進 学率

　　　　　　　　　大学進学率

　　 　　 　　 　　 　　 暴 力行 為

　　 　　 　　 　　 　　 　 い じめ

　　　　　　　　　　不登 校率

　　 　日本語 指 導 が必 要 な生 徒

　　　　　へき地 校数（小 学校）

　　　　　へ き地 校数（中学校）

　　 　　 　　 　　 　　 学 習塾 数

　　　　　学習塾 数G 万 人中）

　 　 ．277

．485（’つ
，412 〔

驚
つ

　 一221
・．455（肯脅｝
　 　 ．053

　 　．122

．419 （
皀’
）

，705 （
囎
つ

．593Cつ
　　　一

　　　一

　 一．031
　　　−

一、373C｝
一、354 （

曹
）

　　　一

　　　一

　 　一223

　 　．116

　 −．103

　 　．012

　 −，097

　 −．090

　 　．078

　
−．240

．473 〔
★曹
）

　 　．167
−．473C つ

　 一．066
−．337 〔つ

　 　，030

　 −，170

　 −．229

　 −．225
−．403〔★曹）

　 　 　 　 　 　
・，
　ρく ，01　　

t
　ρく ．05

「一」は調査が 行われて い なか っ た ことを示す。

関係数を掲載 して い る が 、他 の 教科 の 平均点

を とっ て もおおむね同様 の 結果 が 出 て きた こ

とを付け加 え て お く。

　64 年 の 学力調査 結果 との 相関が高い 指標

は、年少人 口 割合、生産年齢人 口 割合、実収

入 、消費支出、生活保護率、第
一

次 ・第二 次

産業比率 、
一

人 当た りの 教 育費 、 高校 ・大学

進学率などで ある。人 口
・経済 ・教育それぞ

れ の 大カ テ ゴ リーの 項 目が そ の 中に含まれ て
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い る ． 年齢別 や産業別 の 人 口 比 率や、収入
・

支出 に か か わる項 目が 目立 つ とい うこ とは 、

こ の 時代で は、経済的な豊か さが学力 に大き

な影響を与 えて い た こ と を 示 唆す るも の と読

み取れ る。

　他方、07 年 の 学力調査結果 と の 相関が 高い

指標は 、離婚率、実収入 、消費支出、生活保

護 率、持 ち家率 、第 2 次 ・第 3 次産業者割合、

高校進学率 ・暴力行為 な どで ある 。 こ こ で は 、

64 年 の 結果 と 同様の 項 目が 見 られ る
一方で 、

離婚 率や持ち家率 とい っ た い くつ か の 新 たな

項 目 が浮上 して き て い る こ とが 注 目さ れ る。

　 そ こ で、64 年 と 07 年 の 学力 を規定す る要

因の 構造的関連性を検討する た め に 、平均点

を従 属変数 、 各指標を独 立変数 とする重回帰

分析 を試み た。具体的 に は、相 関 の 高 い 独 立

変数 を整理 した 後、ス テ ッ プ ワ イ ズ 法 を用 い

た分析を行 っ た。そ の 結果、64 年 で は 「高校

進 学率 」 と　「生活保護率」 が もっ とも学力に

影響 を与 えて い る こ とがわか っ た （表 2）。

一

方、07 年で は 「離婚率」 と 「不登校率」 が 学

力 にもっ とも強 い 影響を与 えて い る こ とが 明

らかにな っ た （表 3）。

表 2　64年 中学 国語

標準 化 係数
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（疋
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表 307 年 中学 国 語

標準化係数

ベ ー
タ 有意確率

（定数 ）

離婚率
…

ネ登校率
内

「内「“鞘、内「内、内
一〇．734
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0，0000
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　以上 の 分析か ら推論され る の は、次 の よ う

なこ とが らで あ る。まず、64 年 の 時点で の 学

力 には、主 と し て 経済的要因 が 大きな影響 力

を与え て い た よ うで あり、それは 「都鄙格差」

とい う形 を とっ て 、都道府県間で の 、比較的

大 きな学力格差を生 じ させ て い た 。 それ に 対

し て 07 年に お い ては、経済的要因 も さる こ

とな が ら、新た に離婚率、持 ち 家率、不登校

率等 が大 きな影響力 を及ぼ し て い る こ とがわ

か っ た
。 それ らの 指標は、家庭 内 で の 人間関

係 の安定性、地域 と家庭 との結び つ き の 強さ、

ある い は子 ども と学校 との 紐帯 の 確か さな ど

を含意 し て い る と理解 で きるだ ろ う。 こ うし

た も の が 比 較的強 固な 自治体 と、都市化 の 進

行 ゆえ に著 し く弱体化 し て い る 自治体が 見 ら

れ る 。 そ う した今 日 的事態 を、こ こ で は 「つ

なが り格差 」 とい う言葉で暫定 的 に言い 表し

て お きた い と思 う。「つ な が り」 と は、最 近社

会科学の 諸分野で 注 目 を集めて い る 「社会関

係資本」 概念 と類縁性 を持 っ も の で もあ る。

　要する に 、64 年 の 学力には 「都鄙格差 」 が

大 き く関連 し、07 年の学力 に は 「つ な が り格

差 」 が強 く関係 して い る とい うの が 、 私 たち

の 見立 て で ある。こ の 問題 に対 し て 独 自の 分

析 を行 っ て い る苅谷 （2009 ）は、「県全体 の

豊 か さと学力 の 関係は ほ とん どな く な っ た が 、

貧 しい 世帯比率 の 高 い 県 ほ どテ ス トの 点 が低

くな る傾向は、40 数年 を隔て て残 っ て い る 」

と結論づ けて い る 。 私た ち の 主 張 は 、こ の 苅

谷 の 分析結果 と矛盾す る もの で はな く、こ の

説明図式 に経済的要因以外の 要因 （→ 「つ な

が り亅） を付加 しよ うとい うも の で ある。

3 ．全国学 力テ ス トの 受 け止め

　本節で は 、全国学力 テ ス トの 結果 に 対 し て 、

都道府県 の 教育委員会が どの よ うな反応 を示

し、学力政策 の 重点や 中身を どう変 えた の か

に つ い て 考えた い 。

3．1　 二 時点の 結果に よる分類

　 各都道府県に お け る今 日の 学力政策 の あ

り よ うは、今回 の 調査結果 の イ ン パ ク トを 色

濃 く反映 し て い よ う。 し か し 、 同時 に それ は 、

こ れ まで の 各自治体に 固有 の 歴史性を も備え

て い る こ とで あろ う。
つ ま り、 過去 か らの流

れ の なか で 、近年 の 学力政策の 動向 が 生 じ て

い る と見 る こ とが で きる の で ある。

　そ こ で まず 、64 年 の テ ス ト結果 と、07 年

の テ ス ト結果 の 散布図を作成 し、二 時点に お

い て 、それ ぞれ の 都道府県の 学カ テ ス トの 点

数が どの ように 変化 し た の か に っ い て 確認 し
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て お こ う。

　 図 2 の散布図 は 、横軸に 64 年の 4 種類の

調査 （小学校国語 ・算数、中学校国語 ・数学）

の 結果 の 平均値 、縦軸に 07 年 の 8 種類 の 調

査 （小 学校国語 AB ・算数 AB 、中学校 国語

AB ・数学 AB ）の結果の平均値を と り、都道

府県ごとに ドッ トで表 し た もの で ある。 ドッ

トの 分布 は、す で に指 摘 した よ うに、単純な

直線的な関係 と は な っ て い な い 。

　 とは言 え、二 時点問に お い て 、完全 に ラ ン

ダ ム に 調査 結果 が 変動 し た とも考 えられ な い
。

そ こ で 、い くつ か の 類似する変化 パ タ
ー

ン を

抽 出す る ため に ク ラ ス ター分析 を行 っ た。そ

の 結果 、図 に示 したよ うな 6 つ の クラス タ
ー

が 抽出され た 。

3．2　施策の変化 の把握

　 各 自治 体 の 学力 政策 の 変 化 を把握 す る た

め に、私 たちは 2 種類 の デー
タ を収集 した。

○ 各都道府県教育委員 会 へ の イ ン タ ビ ュ
ー

　平成 20 年 10 月か ら 12 月 に か け て 、47 都

　道府県 の 教育委員会を訪 問 し、それぞれ の

　学力向上 担当者 （学力調査担当者や検証 改

　善委員会 の 担当者）を中 心 に、2 時間程度

　 の イ ン タ ビ ュ
ー

を行 っ た。質 問項 目は、教

　育施策、全 国学力 ・学習状況調査 の 受 け止

　 め方 （調査結果 の 受 け止 め方 、検証改善委

　員会 の あ り方 、教育施策 の 変化）な どに つ

　い て で あ る。

○各都道府県教育委員会に よる 文書資料

　各 自治体 の HP に掲載 され て い る情報を、

　幅広 く収集 した 。特 に、各自治体の 、学力

　に か か わる新規事業 （内容、予算規模等）

　の 把握を試みた。

3．3 各グル ープ の特徴

　 こ こ で は、ク ラ ス ター
分析 に よ っ て 析出 さ

れた 6 グル ープ の 特徴を記述 し て お きた い 。

● ク ラ ス タ
ー 1　 安定型

　 こ の クラ ス タ
ー

は、2 度 の テ ス トで 全国平

均 に 近 い 得点 を と っ た 自治体が 集 ま っ て い

る、もっ とも大 きなもの で ある。長野、奈良、

広 島、愛知 、岐阜、静岡、石 川、東京、兵庫、

徳島、神奈川 、島根 、滋賀、岡 山、三重 、大

分、茨城、和 歌 山、京都、鳥取、埼玉 、千 葉、

栃木、山 口 が分類 され て い る。

　 こ の 安 定型 に は、個別 学校 に よる学校 改善

が重点事項 となっ て い る と こ ろ が 多い 。い か

に 今 あ る 資源 の 有効 活用 を図 っ て い くか が

課題 とな っ て い る ようで ある。

● ク ラ ス ターH　 上 昇型

　 こ の クラ ス タ
ー

には 、 64 年 の 結果は 悪か っ

たが、07 年に は か な り の 成績上 昇が 見 ら れ た

自治体が含まれ て い る 。 長崎 、 鹿児島、宮崎、

78．0

76．0

砌

　
　
伽

　

　
 

　

　
卜

Oo

」

oo

ω

σ

〉
＜

68．0

66，040

．o 45．0 　 　 50．OAVGscere64 55．0 60．0

図 2　64年と 07年の 調 査結果の 散布 図
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岩 手、宮城、佐賀、福島、山梨 、群馬 、熊 本、

新潟、青森、山形が分類 され る。 こ の 13 の

うち 10 の 自治体 が九州 か東北地方 に位置す

る 自治体で ある こ とが 特徴的で ある 。

　上昇型 は 、穏やか に結果 を受け止 めた と こ

ろ が 多い 。地域性 も考慮に 入 れ る 必 要 が あ る

が 、全体 と して 結果が上昇 し た とい う事実が

受 け止 め方 に も違 い を もた ら し た の で は な

い か と思 われ る 。

●ク ラ ス タ
ー

皿　余裕型

　図の 右上 方に あ る こ の ク ラ ス タ
ー

に は 富

山、福井 、香川 、愛媛が 分類 され る 。
こ の グ

ル
ープは、二 時点 にお い て 、テ ス トの 点数が

い ずれ も高か っ た 自治体 で あ る。こ の 4 つ は 、

富山 ・福井の 北陸 2 県 と、香川 ・愛媛の 四国

2 県 に分け られ る。

　こ れ ら 4 県 に つ い て は 、そ の 教育施策に大

きな変化 は 見 られ な い 。こ れま で や っ て きた

こ とを続けて い けば うま くい く、とい う認識

が 行 き渡 っ て い る ようで あ る。

●ク ラス ターIV　停滞型

　図 の 左 下に位置する こ の ク ラ ス タ
ー

に は 、

北海道 と高知が分類 され る。双方 と も 64 年

と07 年 とも で 低 い 結果 に 終 わ っ て い る。

　こ の グル ープ に お い て は、今 回 の 結果 に関

す る衝撃 は、それ な りに 大 きか っ た よ うで あ

る。ど ち らも 「学力 向上」 を重 要課題 に 掲げ

て 、総合的な取 り組 み を再び 始め て い る。

● ク ラス ターV 　 陥落型

　こ の ク ラ ス ターに は、大阪 の み が 分類 され

る 。
64 年 の 結果に 比 べ て 、07 年 の 結果 が 著

し くふ るわ なか っ た とい うパ タ
ー

ン で あ る。

こ の 間 の 変化は 、そ れ 自体が 仔細に 検討 され

るべ き課題 であ る と思われ るが、現時点 で は

か な り の 危機感 の 中 で トッ プ ダ ウ ン 方式 に

よ る改革が進 め られ よ うと して い る、

● ク ラス ターVI 躍進型

　こ の ク ラ ス ターに は 、秋田の み が 分類 され

る。全体 の 分布 か らも、秋 田 の 変動 は 特異な

ケ ース で あると言 わ ざるを得 ない
。 県教委 自

身は、結果に関 して 「驚き」 → 「自信を深め

た 」 とい う反応 を示 し て い る。ただ、施策的

に は 大きな変化 が 起 こ っ たわ けで は な い 。む

し ろ、外部に 対 し 「秋 田 に学べ 」 とい う雰 囲

気 を作 り出し た こ と に 特徴が あ る と言 え る。

4 、　 3 自治体の事例

　本節では、3 節で見 出 され た 6 つ の 類型 の

うち、とりわけ特徴的なパ タ ー
ン を示 して い

る と思 われ る 3 つ に 属す る 自治体に焦点を 当

て て 、07 年以降 の 全 国学 カテ ス トをどの よ う

に受け止 め、どの よ うに施策 を実施 ・展開し

よ うとして い る かを見て みた い 。具 体的に取

り上 げる の は、ク ラ ス タ
ーIV 「停滞型 」 か ら

高知県、ク ラス タ
ーV 「陥落型 」か ら大阪府 、

ク ラ ス ターVI 「躍進型」 か ら秋 田県 の 合計 3

っ の 自治体であ る。

　ま ず 、2 節で 言及 した 「つ なが り格差」 に

か か わ るい くつ か の 指標 につ い て 、3 つ の 自

治体の 実態を示 すこ とに しよ う。

　表 4 か ら、秋 田 県 で は 不 登 校率 ・離婚率が

低 く、持 ち家率 が 高 くな っ て い る こ とがわか

る。反対に 、大阪府は 不登校率 ・離婚率とも

に高 く、持ち家率 が 低くな っ て い る こ とが 読

み取れ る。そ の 中間 に位置するの が 高知県 で

あ る が、そ の 離婚率 は 全都道府 県中 6 位 で あ

り、かな り高 い ほ うで あ ると言え る。こ の よ

うに 、3 つ の 自治体 の 間、と りわけ秋 田 と大

阪 ・高知 の 問に は 「つ なが り格差」 が 明 らか

に存在す ると言 っ て よい だ ろ う。こ の 「つ な

が り格差」 が 、3節で 示 し た 07 年 の 学力調査

の 結果 に 大きな影響 を与 えて い る こ とは 想像

に難 くない で あろ う。

　次 に、「停 滞型 」 高知県、「陥落型 」 大阪府、

「躍進型 」 秋 田県 の 3 自治体が 07 年 の 全国

学力調査 を どの ように受け止 め 、結果 か らど

の よ うな施策 を実施 しよ うと し て い る か を、

私た ちの イ ン タ ビ ュ
ー

調査 の 結果 か ら報告 し

て お こ う。

表 4　 「つ な が り格差 」 比較 （2005）

不 登校 （人

ロ 千対 ）

離 婚率 （人

ロ 千対 ）

持ち家率

　 （％ ）

秋 田 県 8、7 1．62 78．O

大 阪府 13．7 2．63 54．3

高知 県 13．7 2．29 66．0

全 国 11．3 2．08 62．1

一379 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　of 　Eduoational 　Sooiology

　まず秋田 県で は 、64 年 の 結 果 の 順位 の 低 さ

が ス タ
ー

トライ ン にある。それ以降、学力向

上 を 目標 と し て 、少 人数指導や小 4 か ら中 2

まで の 悉皆的な独 自学力テ ス トの 実施 ・分析

等 に 地道 に 取 り組 ん で きた。それ が 今 回 の 好

成績 に つ なが っ た、と捉 え て い る。

　大阪府で は 、今回 の 調査結果を きわ めて 厳

し い 結果 と受け止め、「学力 向上ガイ ドライ

ン 」 の 作成や 「大阪 ゆ め基金」 の 創設 、「お お

さか ・まなび舎事業」 な どさまざまな施策を

策定 し、実践し よ うと し て い る。特に 知事部

局主導の トッ プダウン的手法が顕著で あ り、

教育現場 か らの 反発 も多い 。

　高知県 で は、橋本大 二 郎知事 の も とで の 「土

佐 の 教育改革」 に お い て 、10 年以上 の 長 い ス

パ ン で継続的 に 「学力向上 1 につ とめ て きた

経緯が ある。しか しなが ら、今回 の 調査 で も、

特に 中学校に お い て 低調な結果が明 らか に な

っ て い る 。 秋 田県を参考に した 「単元 テ ス ト

の ダウ ン ロ
ー

ド」 や到達度テ ス トの 県 レ ベ ル

の 集計な どの 諸施策を、県教委主導で 実施 し

よ うと して い る 。

　以上 の よ うに、「躍進型」秋 田県 が こ れ ま で

の 取 り組 み に 自信をもち、施策 の 継続を図ろ

うと して い るの に 対 し、高知県 と大阪府は と

もに、家庭や 地域 へ の働きかけ も含め、「停滞

型 1 ・「陥落型 」 か らの 脱却を教育行政主導で

図 ろ う と して い る の が特徴的 で あ る と言え よ

う。

　当 日 の 発表 で は、類型 ご との 学力 政策の 変

化を さらに詳細に分析 ・検討 し た うえ で 、全

国テ ス トがもた ら し たイ ン パ ク トの 社会学的

意味 につ い て 理論 的に考察 した い と考えて い

る 。

　 なお 、本報告は 、平成 20〜22 年の 科研費 ・

基盤研究 A 『学 力向上策 の 比較 社会学的研 究

一
公 正 と卓越性 の 視点か ら』（研究代表 ・志水

宏 吉） の
一

環 として 行 うもの で あ る。
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表 53 つ の 自治体の 教育施策 （2007以 降）

教育予 算 （対県！

学力 の 向上 少 人数 学級 教師 の 指 導力 向上 家 庭 ・地域 との 連 携

府予 算の 割合）

・
小 L2 、中 1 で の ・

ス
ーパ ーテ ィ

ーチ

秋
・
小 4〜中 2 の 悉皆学力調，

少 人 数 学 級 編 制 ヤ
ー （指 導 力 の す ・各 学 校 や 市 町 村 独

田 15．8％ 査 と 各学校 に よ る 分析
（25 人 ）、他学年 ぐれ た 教師の 兼任 自の 取 り組 み の み

県 （H14 〜）
は 少人 数指 導 校 制〉

・「学 力 向上 の た めの ガイ ド

ライ ン 亅 作 成
・
小 1．2 （35 人 学級 ）

・「授 業カ ア ッ プ 地域

大 ・専 門の 部署 の 立ち上 げ
・
『保護 者 ・地 域 とと

・
習 熟度 別授 業 の 推 サポ ー

ト事業 」

阪 20．3％ ・
教 育委 員の 交代 も に育む 大阪 の こ

進 （小 3〜中 3． ・
退職 校長 の 店 用 教

府 ・「大 阪教 育 ゆめ基 金」創 設 ど もの 学力』 配 布

国 ・数 ・英 ） 育セ ン タ
ーNAVi

・「お お さか
・
まな び舎事業 」

・学習指導ツ
ー

ル 開発

・HP か ら単 元 テス トの ダ
・「家 庭 学 習 の す す亠

咼

ウン ロ
ー

ド（秋 田 県 参考 ）
・
各 校 にコーデ ィ ネ め 」 推 進事業

知 21．6％
・
到 達度テ ス トを県 レベ ル 一タ を配 置

・
放 課 後 学 び 場応援

県

で集計 （H16 〜
〉 事業
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